
2 款 1 項 8 目

18 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 250,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

本庁舎・第１別館使用電力量（左欄は過去10年間の平均値） kwh 406277 410000 213436 411092
修繕料・工事費 千円 1596 2196 694 1892
光熱水費 千円 14932 16953 6977 15138
燃料費 千円 1445 2041 206 529

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 45,705 50,056 15,674 38,366

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 1,590 1,608 643 1,608
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.20 0.20 0.08 0.20
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,608
合計 0 50,056 15,674 38,366

事業費
直接事業費 44,114 48,448 15,031 36,758
人件費 1,591 1,608 643

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

市庁舎における秩序の維持を図るため、庁舎の保全と公務の正常かつ円滑な執行を確保することを目的とす
る。

事業の内容

本庁舎、第1・2・3別館、駐車場の維持、修繕等

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

既存本庁舎の修繕費の抑制及び夏季空調設備の稼働時間の調整等により光熱水費の抑制に取り組む。

事業の対象 利用者

根拠法令等
庁舎管理規則

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 財務課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

588
記入者情報 所属長： 新田 亮仙 担当責任者： 武智 博

事務事業名 伊予地域事務所管理事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

　庁舎の修繕については緊急性を優先的に考慮し最小限に止める。

　庁舎光熱水費の大半を占める電気料金の抑制に向けて、休憩時間の消灯やコピー機の電源オフなど
様々な方策を検討し実行していく。

二次評価

C成果向上の可能性 3
施策への貢献度 3

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率

課題認識

　新庁舎完成後１年程度経過しないと使用電力量を成果指標とするには難しい状況である。ただし、既存
本庁舎の修繕費の抑制及び夏季空調設備の稼働時間の調整等により光熱水費の抑制については継続
する必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

B

3
受益者負担の適正 3

施策への貢献度 3

市民ニーズへの対応 5
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 3
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Cコスト効率 3
受益者負担の適正 3

有効性
事業の効果 3

C成果向上の可能性 3

目　　標 1 1 1 1
実　　績 0.98 1.01 0 0

成果指標

成果指標
年間使用電力量（本庁舎、第1別館）÷過去10年間の平均使用電力量

指標設定の
考え方

実績値が目標を下回ることで、経費の削減につながっていると考えられる。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


